
「女性の職業生活における活躍」を推進するための行動計画 

 

 

女性職員がやりがいを持って活躍でき、男女ともに長期にわたって就業することができ

る雇用環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。 

 

 

１．計画期間 

  令和 ３年 ４月 １日から令和 ８年 ３月３１日までの５年間 

 

２．目標と取組内容 

  目標１：総合職に占める女性職員の割合を１０％以上にする 

   

＜取組内容＞ 

  令和３年４月～ 

・女性が活躍できる職場環境について、聞き取りや意向調査を行う 

・総合職への身分変更について広く周知し、雇用形態転換者実績を増加させる 

・企業説明会や仕事体験等を通じて活き活きと働いている総合職の女性を紹介する 

・新規採用職員における総合職の女性の割合を目標設定した採用活動を行う 

・管理職および指導監督職において女性職員の積極的な登用を行う 

   

目標２：男女の平均勤続年数の差を３年以内とする。 

 

＜取り組み内容＞ 

  令和３年４月～ 

 ・育児休業、介護休業からの復職者に対して、配属先等についての配慮を行う 

 ・就業時間内に仕事が終われるような職場体制の整備を行う 

・「女性職員キャリアサポート研修会」等、外部主催の研修会へ職員を派遣し、キャリ

ア形成について考える機会を設ける 

 ・女性職員が長期にわたって就業できる職場環境について聞き取りや意向調査を行う 

 ・女性職員の仕事に対するモチベーション向上につながる役割（職務範囲の拡大等）

について検討する 



 

 

【採用した労働者に占める男性・女性労働者の割合】（令和５年度） 

   

職 種 男 性 女 性 

正職員 ５９．２％ ４０．８％ 

（総合職） ９０．６％ ９．４％ 

（専門職） － － 

（一般職） ０％ １００．０％ 

パート ４２．９％ ５７．１％ 

全労働者 ５５．６％ ４４．４％ 

 

 

 

【有給休暇付与日数に対する取得率】（令和５年度）  

 

職 種 取得率 

 正職員 ５３．４％ 

（総合職） ４８．９％ 

（専門職） ５１．７％ 

（一般職） ５９．３％ 

 パート ８５．９％ 

全労働者 ５８．４％ 

 

 

 

【年間平均賃金の男女差異】（令和５年度） 

 

職 種 
男女の賃金差異 

（男性の賃金に対する女性の賃金の割合） 

正職員 ５５．０％ 

パート ９０．０％ 

全労働者 ５４．２％ 

※対象期間：令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

   対象賃金：総支給額 
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